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１【半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成19年12月21日に提出した第125期中（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）の半期報告書の記載事項の一部に訂

正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第２　事業の状況

３　対処すべき課題

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は　　　線で示しております。

 

第一部【企業情報】

 

第２【事業の状況】

３【対処すべき課題】

　　（訂正前）

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

　なお、株式会社の支配に関する基本方針は、以下の通りであります。

１．基本方針の内容

　当社は、公共性の極めて高いバス事業を中核事業として営んでおり、地域に密着した企業としての役割の重要性をも認

識したうえで、「地域共栄・未来創成」という企業理念のもと、企業価値の増大と社会的責任を果たすことを経営にお

ける基本方針としております。また、この基本方針の実現を通じて、株主共同の利益の向上を図ることを目指しておりま

す。

　当社は、特定の株主グループによる当社経営への関与は、当社の企業価値を毀損するものではなく、それが当社の企業

価値、ひいては株主共同の利益の拡大につながるものであれば何ら否定するものではありません。

　しかしながら、近時の資本市場においては、対象となる上場企業の経営陣と十分な協議や合意のプロセスを経ることな

く、突如として対象会社に影響力を行使しうる程度の大規模な株式取得を行う行為等（以下、「買付行為」といいま

す。）を強行するといった動きが顕在化しております。今後もこうした大規模な株式取得を行う者（以下、「買付者」と

いいます。）による買付行為はさらに拡大してくるものと考えられます。

　このようなリスクが高まっていると認識しつつ、何ら対応策を講じないまま企業経営を行えば、突然に買付行為の提案

がなされた場合、目先の株価の維持・上昇を目的とした経営判断を求められかねません。中長期的な視点から、企業価値

向上に集中して取り組み、買付行為の提案の是非を判断するためには、特段当社に対する買付行為の提案がなされてい

ない時点において予め、そうした提案への対応策を導入しておくことが必要不可欠であると判断しております。

 

２．具体的な取組みに向けての取締役会の判断

　当社取締役会は、買付行為に応じて当社株式の売却を行うことは、基本的に株主の皆様のご判断に委ねられるべきであ

り、買付行為に対する対抗措置の発動そのものについても株主の皆様に直接的にご判断いただくことが望ましいと考え

ております。しかしながら、限られた期間内で買付行為に応じるか否かの判断を行う必要がある公開買付けについては、

株主の皆様に判断材料としての必要かつ十分な情報をご提供することが困難であります。

　よって、当社取締役会では買付行為の是非を直接的かつ時間をかけてご判断いただく機会として株主総会を開催する

ことが合理的であると考え、その時点において有効な法令上の最長期間を公開買付期間として買付者に要請すること

が、株主共同の利益の確保・向上の実現に資するものと考えております。

　また、公開買付け以外の方法による買付行為についても、当該買付行為に応じるか否かは、株主の皆様のご判断に委ね

られているものの、かかる判断を行うために、当社取締役会として、株主の皆様のために、可能な限り買付行為に関して

十分な情報提供をするなどの対応を採る必要があると考えております。
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３．不適切な支配の防止のための具体的な取組み

　当社では中核事業であるバス事業の健全経営によって生み出される信用とその知名度を生かして、地域との深い関わ

りを基盤とした事業展開を推進し、既存事業の周辺事業・派生事業を中心に事業の多角化を図ってまいりました。今後

もこの方針を継続し、事業ポートフォリオを拡充させていくことで、外的な要因によって経営に不安定要素が生じるリ

スクを分散させることを目指しております。そして、企業としての基礎体力を充実し、企業価値を向上させるとともに、

株主共同の利益の拡充を実現してまいりたいと考えております。

　一方で、前述の不適切な目的・手法をもって行われる支配の防止のため、当社取締役会は、特定の株主グループの議決

権割合が20％以上となることを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が

20％以上となる当社株券等の買付行為に対する対応方針を定め、買収防衛策に関する定款変更とともに、平成18年６月

29日開催の当社第123回定時株主総会にお諮りし決議いただきました。

　これにより、今後、当社株券等の買付行為については、対応方針に定めた買付行為に関するルールに従って買付けが行

われるべきことを買付者に対して求めることとしました。

　また、当社取締役会としては、買付行為が行われる場合、買付者から買付者及び買付行為に関する情報（以下、「情報」

といいます。）の取得に努め、当該情報を株主の皆様にご提供したうえで、買付行為の妥当性をご判断いただけるように

努力いたします。

　特に、当社取締役会の同意のない公開買付けにより行われる買付行為の場合には、当社取締役会は、買付者から株主総

会開催日の概ね30日前までに受領した情報については、ご判断の参考としていただくため、株主総会招集通知とともに

送付させていただきます。但し時間的、物理的に同封してお送りすることが困難な場合には下記の当社ホームページに

て、当該情報を開示する場合がございます。

　当社取締役会としては、株主総会の開催日まで、意見表明、代替案等のご提示を株主の皆様に対して行うために、買付情

報の取得及び買付者との交渉等に努めますが、買付者からの情報提供の有無、提供された情報の十分性自体等は、買付行

為に対する対抗措置の発動の要否の判断に影響するものではなく、例えば、公開買付けにより行われる買付行為の場合

は、買付ルールに従って公開買付けが実施された場合には、当社取締役会による裁量的な判断等は一切排除されること

になります。

　なお、この対応方針の詳細を平成18年５月23日付で「当社株式に対する大規模買付行為への対応方針に関するお知ら

せ」として公表しております。このプレスリリースの全文は、当社のホームページ（http://www.shinkibus.co.jp/）に

掲載しております。

 

　　（訂正後）

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施行

規則第127条各号に掲げる事項）は次の通りであります。

１．基本方針の内容

　当社は、公共性の極めて高いバス事業を中核事業として営んでおり、地域に密着した企業としての役割の重要性をも認

識したうえで、「地域共栄・未来創成」という企業理念のもと、企業価値の増大と社会的責任を果たすことを経営にお

ける基本方針としております。また、この基本方針の実現を通じて、株主共同の利益の向上を図ることを目指しておりま

す。

　当社は、特定の株主グループによる当社経営への関与は、当社の企業価値を毀損するものではなく、それが当社の企業

価値、ひいては株主共同の利益の拡大につながるものであれば何ら否定するものではありません。

　しかしながら、近時の資本市場においては、対象となる上場企業の経営陣と十分な協議や合意のプロセスを経ることな

く、突如として対象会社に影響力を行使しうる程度の大規模な当社株券等の買付行為等（以下、「買付行為」といいま

す。）を強行するといった動きが顕在化しております。今後もこうした大規模な当社株券等の買付行為を行う者（以下、

「買付者」といいます。）による買付行為はさらに拡大してくるものと考えられます。

　このようなリスクが高まっていると認識しつつ、何ら対応策を講じないまま企業経営を行えば、突然に買付行為の提案

がなされた場合、目先の株価の維持・上昇を目的とした経営判断を求められかねません。中長期的な視点から、企業価値

向上に集中して取り組み、買付行為の提案の是非を判断するためには、特段当社に対する買付行為の提案がなされてい

ない時点において予め、そうした提案への対応策を導入しておくことが必要不可欠であると判断しております。
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２．基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、企業価値の増大のために、①積極的な増収・増益策の実施、②コスト管理の強化、③経営資源の有効活用を推進

し、かつ社会的責任を果たすために、(a）法令順守（コンプライアンス）、(b）危機管理、(c）雇用維持、(d）ＣＳ（顧客

満足）推進、(e）環境対策及び社会福祉対策を推進することについて、日々努力を重ねております。

　また、当社の事業計画は、平成７年度から開始した３年単位の中期計画によって遂行されております。当社の中核事業

であるバス事業においては、公共交通機関としての重要な要素である「安全性」に裏打ちされた、公共性と経済性の双

方のバランスのとれた経営を目指しております。

　さらに、バス事業以外のその他の事業においては、飲食、レジャー、建売分譲等、生活関連事業を中心としたサービス事

業への積極的展開と、自動車整備等、自動車関連事業の堅実な展開を目指しております。

　以上を骨子とした諸施策の実施とともに、バス輸送をはじめ商品・サービスの安全性確保のために管理の徹底を図っ

ております。当社は売上高及び経常利益の増大、及び不要不急の資産の売却・活用による借入額の軽減等を通じ、公共性

の強い当社の事業展開と経営基盤の安定強化を図ることで、当社の企業価値の向上、ひいては、株主共同の利益の確保・

向上に努めてまいります。

 

３．基本方針に照らして不適切な支配の防止のための具体的な取組み

　当社取締役会は、買付行為に応じて当社株式の売却を行うことは、基本的に株主の皆様のご判断に委ねられるべきであ

り、買付行為に対する対抗措置の発動そのものについても株主の皆様に直接的にご判断いただくことが望ましいと考え

ております。しかしながら、限られた期間内で買付行為に応じるか否かの判断を行う必要がある公開買付けについては、

株主の皆様に判断材料としての必要かつ十分な情報をご提供することが困難であります。

　よって、当社取締役会では買付行為の是非を直接的かつ時間をかけてご判断いただく機会として株主総会を開催する

ことが合理的であると考え、その時点において有効な法令上の最長期間を公開買付期間として買付者に要請すること

が、株主共同の利益の確保・向上の実現に資するものと考えております。

　また、公開買付け以外の方法による買付行為についても、当該買付行為に応じるか否かは、株主の皆様のご判断に委ね

られているものの、かかる判断を行うために、当社取締役会として、株主の皆様のために、可能な限り買付行為に関して

十分な情報提供をするなどの対応を採る必要があると考えております。

　そこで、基本方針に照らして不適切な支配の防止のため、当社取締役会は、特定の株主グループの議決権割合が20％以

上となることを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当

社株券等の買付行為（以下、「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）に

対する対応方針を定め、当該対応方針に関する定款変更とともに、平成18年６月29日開催の当社第123回定時株主総会に

お諮りし、ご承認いただきました。

　これにより、今後、大規模買付行為については、対応方針に定めた大規模買付ルールに従って買付けが行われるべきこ

とを大規模買付者に対して求めることとしました。

　大規模買付ルールの具体的な内容は、以下の通りであります。

①　大規模買付者が、当社取締役会の事前の同意を得ずに公開買付けを実施する場合は、(a）公開買付期間を当該公開買

付けの実施時点において有効な法令上の最長期間に設定した上で、かつ(b）公開買付け期間の初日（以下、「公開買

付けの開始日」といいます。）の30日前から20日前までの間に、当社取締役会に対して公開買付けの開始日及び公開

買付期間を通知すること（なお、当該公開買付けの実施時点において法令上有効な公開買付期間が60営業日とされて

いる場合で、かつ、これを公開買付期間として大規模買付者が設定している場合には、(b）については、これを適用し

ないものとする。）。

②　大規模買付者が、公開買付け以外の方法で当社株券等を取得しようとする場合又は結果として当社株券等を取得す

る場合には、事前に当社取締役会の同意を得ること。

　また、当社取締役会としては、大規模買付行為が行われる場合、大規模買付者から大規模買付者及び大規模買付行為に

関する情報（以下、「大規模買付情報」といいます。）の取得に努め、当該大規模買付情報を株主の皆様にご提供したう

えで、大規模買付行為の妥当性をご判断いただけるように努力いたします。

　特に、当社取締役会の同意のない公開買付けにより行われる大規模買付行為の場合には、当社取締役会は、大規模買付

者から株主総会開催日の概ね30日前までに受領した情報については、ご判断の参考としていただくため、株主総会招集

通知とともに送付させていただきます。但し、時間的、物理的に同封してお送りすることが困難な場合には当社ホーム

ページ（http://www.shinkibus.co.jp/）にて、当該情報を開示する場合がございます。

　当社取締役会としては、株主総会の開催日まで、意見表明、代替案等のご提示を株主の皆様に対して行うために、大規模

買付情報の取得及び大規模買付者との交渉等に努めますが、大規模買付者からの情報提供の有無、提供された情報の十

分性自体等は、大規模買付行為に対する対抗措置の発動の要否の判断に影響するものではなく、例えば、公開買付けによ

り行われる大規模買付行為の場合は、大規模買付ルールに従って公開買付けが実施された場合には、当社取締役会によ

る裁量的な判断等は一切排除されることになります。

　公開買付けの方法による大規模買付者が大規模買付ルール①を遵守した場合、当社は、公開買付期間満了前に株主総会

を開催し、大規模買付行為者及び当社が定める一定の者は行使できないという内容の行使条件及びこれらの者以外の株

主の皆様からは、当社取締役会が別途定める一定の日に当社株式１株と引き換えに新株予約権を取得できる旨の取得条

項等が付された新株予約権の無償割当てに関する議案を上程します。
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　公開買付け以外の方法による大規模買付行為である場合には、当社は、大規模買付情報の提供をいたしますが、対抗措

置の発動はいたしません。

　これに対し、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社の企業価値を著しく毀損しない買付行為の

条件を全て満たす場合を除き、対抗措置として、上記の内容の新株予約権の無償割当ての決議を行います。

 

４．上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

(1）基本方針の実現に資する特別な取組みについて

　上記「２．基本方針の実現に資する特別な取組み」については、当社の企業価値の向上、ひいては、株主共同の利益

の確保・向上のための取組みであり、基本方針の実現に沿うものであります。

　したがって、当該取組みは当社の株主共同の利益を損なうものではなく、会社役員の地位の維持を目的とするもので

はありません。

(2）基本方針に照らして不適切な支配の防止のための具体的な取組みについて

ア　当該取組みが基本方針に沿うものであること

　当該取組みは、当社取締役会の同意を得ることなく公開買付けによる大規模買付行為が行われる場合に、①十分な

時間をかけて検討し、その判断を株主総会の場において表明する機会を確保すること、及び②当社取締役会として

も、株主の皆様が、その判断を下すにあたって大規模買付者及び大規模買付行為に関して十分な情報等を得られる

ように努力するものであります。また、公開買付け以外の方法によって当社株券等の買付行為が行われる場合で

あっても、大規模買付者に対し、当社取締役会の同意を得ることを求め、当社取締役会の事前の同意なく行われた大

規模買付行為に対しては、一定の対抗措置をとることとしており、企業価値、ひいては株主共同の利益の向上を図る

ことを目指しており、基本方針に沿うものであります。

イ　当該取組みが当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とする

ものではないこと

　当該取組みは、①大規模買付ルール①に従った公開買付けによる大規模買付行為が行われた場合には、公開買付期

間の満了前までに株主総会を開催し、本対応方針に基づいた対抗策を発動するか否かにつき直接的に株主の皆様に

ご判断いただくこととなっていること、②有効期間を平成21年開催の定時株主総会までとし、その継続について改

めて株主の皆様のご判断を仰ぐこと、③当社取締役会は、いつでも当該取組みを廃止することができることから、株

主の皆様の意思をより直接的に反映する仕組みとなっています。

　また、当該取組みは、客観的かつシンプルな大規模買付ルールを設定していることに加え、大規模買付者に対して

対抗措置が発動されない場合についても、客観的な基準が設定されており、取締役会の恣意性を排除する措置がな

されているといえます。

　さらに、当該取組みは、毎年株主の皆様により選任される取締役によって構成される当社取締役会において、随時、

本対応方針の継続又は改廃の決議を行うことができ、本対応方針は、デッドハンド型買収防衛策又はスロー・ハン

ド型のいずれでもありません。

　以上の理由により、上記「３．基本方針に照らして不適切な支配の防止のための具体的な取組み」について、当該

取組みが当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするもの

ではないと判断しております。
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